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公 安 委 員 会 規 則

鳥取県道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月27日

鳥取県公安委員会委員長 井 手 添 正

鳥取県公安委員会規則第３号

鳥取県道路交通法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県道路交通法施行細則（昭和35年鳥取県公安委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「削除条」という。）を削り、同表の改正後の欄中

条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下「追加別表細目」という。）を加

える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（削除条を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（追加条項及び追加別表細目を除く。）が存在する場合には、当該改正部分を当

該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（交通規制の効力の発生時期等） （交通規制の効力の発生時期等）

第２条 略 第２条 略

２ 略 ２ 略

３ 道路工事その他やむを得ない理由のため、一時的

に交通規制の効力を停止する場合は、道路標識等を

撤去し、又は被覆して行うものとする。

（軽車両が道路を通行する場合の灯火） （軽車両が道路を通行する場合の灯火）

第７条 令第18条第１項第５号の規定により軽車両 第７条 令第18条第１項第５号の規定により軽車両

（そり及び牛馬を除く。以下同じ。）がつけなけれ （そり及び牛馬を除く。以下同じ。）がつけなけれ

ばならない灯火は、次に掲げるものとする。 ばならない灯火は、次に掲げるものとする。

(１) 略 (１) 略

(２) 橙色又は赤色で夜間後方100メートルの距離 (２) 橙色又は赤色で夜間後方100メートルの距離
とう とう

から点灯を確認することができる光度を有する尾 から点灯を確認することができる光度を有する尾

灯。ただし、夜間後方100メートルの距離から道 灯。ただし、夜間後方100メートルの距離から道

路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67 路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67

号）第32条第２項の基準に適合する前照灯で照射 号）第32条第１項の基準に適合する前照灯で照射

した場合にその反射光を照射位置から容易に確認 した場合にその反射光を照射位置から容易に確認

できる反射器材で反射光の色が橙色又は赤色であ できる反射器材で反射光の色が橙色又は赤色であ
とう とう

るものを備え付けているときは、尾灯をつけるこ るものを備え付けているときは、尾灯をつけるこ

とを要しない。 とを要しない。
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（軽車両の積載制限） （軽車両の積載制限）

第８条 法第57条第２項の規定による軽車両の乗車人 第８条 軽車両の運転者は、次に掲げる乗車人員又は

員又は積載物の重量、大きさ若しくは積載の方法の 積載物の重量、大きさ若しくは積載の方法の制限を

制限は、次に掲げるとおりとする。 超えて乗車をさせ、又は積載をして軽車両を運転し

てはならない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

（自動車以外の車両の牽引制限）
けん

第９条 自動車以外の車両（トロリーバスを除く。）

の運転者は、１台をこえる車両を牽引してはならな
けん

い。

２ 原動機付自転車の運転者は、牽引するための装置
けん

を有する原動機付自転車によって牽引されるための
けん

装置を有する車両を牽引する場合を除き、他の車両
けん

を牽引してはならない。
けん

３ 原動機付自転車の運転者は、故障その他の理由に

より自動車又は原動機付自転車（以下「故障車」と

いう。）を牽引することがやむを得ない場合におい
けん

ては、前項の規定にかかわらず、次の各号に定める

ところによりその故障車を牽引することができる。
けん

(１) 牽引する原動機付自転車と故障車相互を堅ろ
けん

うなロープ、鎖等（以下「ロープ等」という。）

によって確実につなぐこと。

(２) その故障車に係る運転免許を受けた者に故障

車に乗車させてハンドルその他の装置を操作させ

ること。

(３) 牽引する原動機付自転車と故障車の間の距離
けん

は５メートルをこえないこと。

(４) 故障車を牽引しているロープ等の見易い箇所
けん

に0.3メートル平方以上の大きさの白色の布をつ

けること。

（自動車以外の車両の牽引制限）
けん

第９条 法第60条の規定による自動車以外の車両によ

る牽引の制限は、次に掲げるとおりとする。
けん

(１) 自動車以外の車両（トロリーバスを除く。）

の運転者は、１台を超える車両を牽引してはなら
けん

ない。

(２) 原動機付自転車の運転者は、牽引するための
けん

装置を有する原動機付自転車によって牽引される
けん

ための装置を有する車両を牽引する場合を除き、
けん

他の車両を牽引してはならない。
けん

(３) 原動機付自転車の運転者は、故障その他の理

由により自動車又は原動機付自転車（以下「故障
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車」という。）を牽引することがやむを得ない場
けん

合においては、前号の規定にかかわらず、次に定

めるところによりその故障車を牽引することがで
けん

きる。

ア 牽引する原動機付自転車と故障車相互を堅ろ
けん

うなロープ、鎖等（以下「ロープ等」とい

う。）によって確実につなぐこと。

イ その故障車に係る運転免許を受けた者に故障

車に乗車させてハンドルその他の装置を操作さ

せること。

ウ 牽引する原動機付自転車と故障車の間の距離
けん

は５メートルを超えないこと。

エ 故障車を牽引しているロープ等の見やすい箇
けん

所に0.3メートル平方以上の大きさの白色の布

をつけること。

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

(１) 略 (１) 略

(２) 通行禁止の規制（カからコまでに掲げる車両 (２) 通行禁止の規制（カからコまでに掲げる車両

については、一方通行及び指定方向外進行禁止を については、一方通行及び指定方向外進行禁止を

除く通行禁止の規制並びに一方通行以外の通行禁 除く通行禁止の規制並びに一方通行以外の通行禁

止の規制に関連して設置された指定方向外進行禁 止の規制に関連して設置された指定方向外進行禁

止の規制に限る。）の対象から除外する車両 止の規制に限る。）の対象から除外する車両

ア～ケ 略 ア～ケ 略

コ 次に掲げる車両で、公安委員会の指定を受 コ 次に掲げる車両で、公安委員会の指定を受

け、当該用途のために現に使用中のもの け、当該用途のために現に使用中のもの

(ア)～(オ) 略 (ア)～(オ) 略

(カ) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283 (カ) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283

号）に基づく身体障害者手帳の交付を受けて 号）に基づく身体障害者手帳の交付を受けて

いる者であって、次に掲げる障害の種類に応 いる者であって、次に掲げる障害の種類に応

じ、それぞれに定める障害の級別（身体障害 じ、それぞれに定める障害の級別（身体障害

者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15 者福祉法施行規則（昭和25年厚生省令第15

号）別表第５号に定める障害の級別をい 号）別表第５号に定める障害の級別をい

う。）に該当する障害を有し、歩行が困難で う。）に該当する障害を有し、歩行が困難で

あると認められるものが使用する車両（当該 あると認められるものが使用する車両（当該

者を輸送する車両を含む。(キ)から(サ)まで 者を輸送する車両を含む。(キ)から(コ)まで

において同じ。） において同じ。）

ａ～ｄ 略 ａ～ｄ 略

ｅ 下肢不自由 １級から４級までの各級 ｅ 下肢不自由 １級から３級の１までの各

級

ｆ及びｇ 略 ｆ及びｇ 略

ｈ 乳幼児期以前の非進行性の脳病変による ｈ 乳幼児期以前の非進行性の脳病変による

運動機能障害（移動機能） １級から４級 運動機能障害（移動機能） １級及び２級

までの各級

ｉ～ｎ 略 ｉ～ｎ 略
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(キ)～(コ) 略 (キ)～(コ) 略

(サ) (カ)から(コ)までに掲げるもののほか、

これらに規定する手帳の交付を受けた者で、

歩行が困難なことにより社会生活が著しく制

限されると公安委員会が認める者が使用する

車両

(３)及び(４) 略 (３)及び(４) 略

(５) 駐車禁止及び時間制限駐車区間の規制の対象 (５) 駐車禁止及び時間制限駐車区間の規制の対象

から除外する車両 から除外する車両

ア～ウ 略 ア～ウ 略

エ 次に掲げる車両で、公安委員会の指定を受 エ 次に掲げる車両で、公安委員会の指定を受

け、当該用途のために現に使用中のもの け、当該用途のために現に使用中のもの

(ア) 第２号コ(ア)から(サ)までに掲げる車両 (ア) 第２号コ(ア)から(コ)までに掲げる車両

(イ)～(エ) 略 (イ)～(エ) 略

オ 第２号コ(カ)から(サ)までに掲げる車両で、 オ 第２号コ(カ)から(コ)までに掲げる車両で、

他の都道府県公安委員会から駐車禁止の規制の 他の都道府県公安委員会から駐車禁止の規制の

対象から除外する車両として指定を受け、当該 対象から除外する車両として指定を受け、当該

用途のために現に使用中のもの 用途のために現に使用中のもの

別表第２（第７条の２関係） 別表第２（第７条の２関係）

路 線 名 区 間 路 線 名 区 間

高速自動車 八頭郡智頭町大字市瀬地内高速自動車

国道中国横 国道中国横断自動車道（姫路鳥取線）

断自動車道 智頭インターチェンジから鳥取市河原

（姫路鳥取 町徳吉地内高速自動車国道中国横断自

線） 動車道（姫路鳥取線）河原インターチ

ェンジまで

高速自動車 鳥取市河原町徳吉地内高速自動車国道

国道中国横 中国横断自動車道（姫路鳥取線）河原

断自動車道 インターチェンジから同市河原町高福

（姫路鳥取 地内高速自動車国道中国横断自動車道

線 ラ ン プ （姫路鳥取線）河原インターチェンジ

道） 入口交差点まで

高速自動車 日野郡江府町大字下蚊屋地内岡山県境 高速自動車 日野郡江府町大字下蚊屋地内岡山県境

国道中国横 から米子市赤井手地内米子自動車道入 国道中国横 から米子市赤井手地内米子自動車道入

断自動車道 口交差点まで 断自動車道 口交差点まで

（岡山米子 （岡山米子

線） 線）

一般国道９ 岩美郡岩美町大字蒲生地内兵庫県境か 一般国道９ 鳥取市秋里地内秋里交差点から米子市

号 ら米子市陰田町地内島根県境まで 号 陰田町地内島根県境まで

略 略

一般国道29 八頭郡若桜町大字落折地内兵庫県境か 一般国道29 八頭郡若桜町大字落折地内兵庫県境か

号 ら鳥取市南隈地内南隈交差点まで 号 ら鳥取市南隈地内南隈交差点まで

一般国道53 八頭郡智頭町大字奥本地内岡山県境か

号 ら同町大字市瀬地内一般国道53号智頭
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インターチェンジ入口交差点まで

一般国道53 鳥取市河原町高福地内一般県道河原イ 一般国道53 鳥取市東町一丁目地内鳥取県庁交差

号 ンター線と接する地点から同市秋里地 号 点から同市秋里地内秋里交差点まで

内秋里交差点まで

一般国道313 倉吉市和田地内一般国道313号（北条

号（北条倉 倉吉道路）倉吉インターチェンジから

吉道路） 東伯郡北栄町弓原地内一般国道９号と

接する地点まで

一般国道373 八頭郡智頭町大字駒帰地内岡山県境か

号 ら同大字地内一般国道373号（志戸坂

峠道路）駒帰インターチェンジまで

一般国道373 八頭郡智頭町大字駒帰地内一般国道373

号（志戸坂 号（志戸坂峠道路）駒帰インターチェ

峠道路） ンジから同町大字市瀬地内一般国道373

号（志戸坂峠道路）智頭インターチェ

ンジまで八頭郡智頭町

一般国道373 大字市瀬地内一般国道373号（志戸坂

号（志戸坂 峠道路）智頭インターチェンジから同

峠道路ラン 大字地内一般国道53号智頭インターチ

プ道） ェンジ入口交差点まで

略 略

一般県道若 鳥取市若葉台南―丁目地内若葉台交差 一般県道若 鳥取市若葉台南―丁目地内若葉台交差

葉台東町線 点から同市東町一丁目地内鳥取県庁交 葉台東町線 点から同市東町一丁目地内鳥取県庁交

差点まで 差点まで

一般県道河 鳥取市河原町高福地内高速自動車国道

原インター 中国横断自動車道（姫路鳥取線）河原

線 インターチェンジ入口交差点から同市

河原町高福地内一般国道53号と接する

地点

略 略

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。
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病 院 局 管 理 規 程

鳥取県立中央病院院内保育施設設置運営規程をここに公布する。

平成21年３月27日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

鳥取県病院局管理規程第１号

鳥取県立中央病院院内保育施設設置運営規程

（趣旨）

第１条 この規程は、院内保育施設（鳥取県立中央病院（以下「病院」という。）に勤務する鳥取県病院局企業

職員（以下「職員」という。）の確保と定着を図り、もって県営病院事業の運営を円滑に行うことを目的とし

て、病院に設置する保育施設をいう。以下同じ。）の利用に関し必要な事項を定めるものとする。

（設置）

第２条 院内保育施設は、病院長が設置し、その管理を行うものとする。

２ 院内保育施設の名称及び位置は、次のとおりとする。

名称 位置

鳥取県立中央病院院内保育施設 鳥取市江津730番地

（保育対象児）

第３条 保育対象は、病院に勤務する職員の子のうち、病気の回復期に至らない子及び病気の回復期にある子で

あって、生後３月から小学校第３学年を修了するまでの間にある子（以下「保育対象児」という。）とする。

２ 病院長は、保育対象児が次の各号のいずれかに該当するときは、入所を認めないことができる。

(１) 疾病、身体虚弱、精神障害等により、院内保育施設での保育が困難であると認められるとき。

(２) 伝染性の疾患を有するとき又はその恐れがあるとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか、保育上支障があると認められるとき。

（定員）

第４条 院内保育施設の定員は、４人とする。

（保育日）

第５条 院内保育施設の保育日は、１月４日から12月28日までの日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法

律（昭和23年法律第178号）に規定する休日を除く。）とする。ただし、病院長は、特に必要があると認める

ときは、臨時にこれを変更することができる。

（保育時間）

第６条 院内保育所施設の保育時間は、午前７時30分から午後６時までとする。

（保育料等）

第７条 院内保育施設を利用する職員（以下「利用者」という。）は、保育料として保育対象児１人につき日額

2,500円を納入しなければならない。

２ 利用者は、院内保育に必要な保育材料を使用する場合は、当該保育材料の実費に相当する額として病院長が

別に定める額（以下「材料代」という。）を、その使用した数量に応じて納入しなければならない。

３ 前２項の保育料及び材料代は、利用者が院内保育施設を利用した月の保育料の額に材料代の額を加えた額を

利用者の当該月の翌月の給与から控除するものとする。

（入所手続）

第８条 利用者は、病院長に入所申請書を提出して、その許可を受けなければならない。

（その他）
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第９条 この規程に定めるもののほか、院内保育施設の運営に関し必要な事項は、病院長が別に定める。

附 則

この規程は、平成21年４月１日から施行する。
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鳥取県病院局組織規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成21年３月27日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

鳥取県病院局管理規程第２号

鳥取県病院局組織規程の一部を改正する規程

鳥取県病院局組織規程（平成７年鳥取県病院局管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中表の細目の表示に下線が引かれた表の細目（以下「追加表細目」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（追加表細目を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該

改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分（以下「改正表」という。）に対応する同表の改正後の欄の表

中太線で囲まれた部分（以下「改正後表」という。）が存在する場合には、当該改正表を当該改正後表に改め、

改正表に対応する改正後表が存在しない場合には、当該改正表を削り、改正後表に対応する改正表が存在しない

場合には、当該改正後表を加える。

改 正 後 改 正 前

（病院の内部組織の設置） （病院の内部組織の設置）

第５条 次の表の第１欄に掲げる病院ごとに、同表の 第５条 次の表の第１欄に掲げる病院ごとに、同表の

第２欄に掲げる局及び室を置き、その事務を所掌さ 第２欄に掲げる局及び室を置き、その事務を所掌さ

せるため、同表の第３欄に掲げる科、センター、 せるため、同表の第３欄に掲げる科、センター、

室、部及び課を置き、これらの事務を所掌させるた 室、部及び課を置き、これらの事務を所掌させるた

め、同表の第４欄に掲げる室を置く。 め、同表の第４欄に掲げる室を置く。

鳥取県立中央 医療局 内科 内視鏡室 鳥取県立中央 医療局 内科

病院 化学療法室 病院 精神科

神経内科 神経内科

呼吸器科

消化器科

心臓内科 循環器科

小児科

外科 外科

整形外科

形成外科

脳神経外科

略 略

心臓血管外科 心臓血管外科

脳神経外科

小児外科 小児外科

整形外科

形成外科

精神科

小児科
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略 略

耳鼻いんこう科 耳鼻咽喉科
いんこう

略 略

放射線科 画像診断室 放射線科

病理診断科 麻酔科

臨床検査科 総合診療科

略 略

麻酔科 検査科

総合診療科 救命救急センター

周産期セン 新生児集

ター 中治療室

腎センター

健診室 総合健診センター

中央手術室 中央手術室

地域医療支援室

略 略

医療技術局 略 医療技術局 略

栄養管理室 栄養管理室

地域医療連携室

略 略

医療情報管 医療情報管

理室 理室

救命救急セ 血液浄化室

ンター

周産期母子 新生児集中治療室

センター

地域連携セ がん相談支援室

ンター

女性職員支

援室

鳥取県立厚生 医療局 略 鳥取県立厚生 医療局 略

病院 呼吸器内科 病院 精神科

神経内科

循環器内科 循環器科

神経内科 小児科

略 略

消化器外科 整形外科

心臓血管外科 脳神経外科

脳神経外科 心臓血管外科

整形外科

精神科

小児科

略 略

耳鼻いんこう科 耳鼻咽喉科
いんこう

略 略
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検査科 検査科

総合健診センター

略 略

医療技術局 略 医療技術局 略

栄養管理室 栄養管理室

地域医療連携室

略 略

事務局 略 事務局 略

管財課 管財課

医事課

略 略

医療情報管 医療情報管

理室 理室

地域医療連

携室

（病院の所掌事務） （病院の所掌事務）

第６条 病院の所掌事務は、次のとおりとする。 第６条 病院の所掌事務は、次のとおりとする。

医療局 診療科 １～５ 略 医療局 診療科 １～５ 略

６ その他医療に必要な事項 ６ その他医療に必要な事項

に関すること。 に関すること。

救命救急セ １ 救命救急医療に関するこ

ンター と。

２ 救命救急センターの管理

に関すること。

３ その他救命救急医療に必

要な事項に関すること。

周産期セン １ 周産期救急医療に関する

ター こと。

２ 周産期センターの管理に

関すること。

３ その他周産期救急医療に

必要な事項に関すること。

腎センター １ 腎不全医療に関するこ

と。

２ 腎センターの管理に関す

ること。

３ その他腎不全医療に必要

な事項に関すること。

健診室 １及び２ 略 総合健診セ １及び２ 略

３ 健診室の管理に関するこ ンター ３ 総合健診センターの管理

と。 に関すること。

４ 略 ４ 略

略 略

集中治療室 １及び２ 略 集中治療室 １及び２ 略
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３ その他集中治療に必要な ３ その他集中治療に必要な

事項に関すること。 事項に関すること。

地域医療支 へき地の医療支援に関する

援室 こと。

略 略

医療技 略 医療技 略

術局 栄養管理室 １及び２ 略 術局 栄養管理室 １及び２ 略

３ 給食用器機器具の管理に ３ 給食用器機器具の管理に

関すること。 関すること。

地域医療連 １ 地域における医療機関と

携室 の連携に関すること。

２ 医療社会事業に関するこ

と。

３ 地域医療連携室の管理に

関すること。

略 略

事務局 略 事務局 略

経営課 １～８ 略 経営課 １～８ 略

９ 医療機器の保守点検に関 ９ 医療機器の保守点検に関

すること。 すること。

医事課 １ 患者の受付及び入退院事

務に関すること。

２ 医療扶助に関すること。

３ 社会保険に関すること。

４ 医療費の請求事務に関す

ること。

５ 診断書及び各種証明書等

の発行及び保管に関するこ

と。

６ 医事に関する各科、各病

棟等との連絡調整に関する

こと。

略 略

管財課 １～５ 略 管財課 １～５ 略

６ 医療機器の保守点検に関 ６ 医療機器の保守点検に関

すること。 すること。

医事課 １ 患者の受付及び入退院事

務に関すること。

２ 医療扶助に関すること。

３ 社会保険に関すること。

４ 医療費の請求事務に関す

ること。

５ 診断書及び各種証明書等

の発行及び保管に関するこ

と。
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６ 医事に関する各科、各病

棟等との連絡調整に関する

こと。

略 略

医療情報管理室 １～５ 略 医療情報管理室 １～５ 略

６ 患者の受付及び入退院事

務に関すること。（鳥取県

立厚生病院に限る。）

７ 医療扶助に関すること。

（鳥取県立厚生病院に限

る。）

８ 社会保険に関すること。

（鳥取県立厚生病院に限

る。）

９ 医療費の請求事務に関す

ること。（鳥取県立厚生病

院に限る。）

10 診断書及び各種証明書等

の発行及び保管に関するこ

と。（鳥取県立厚生病院に

限る。）

11 医事に関する各科、各病

棟等との連絡調整に関する

こと。（鳥取県立厚生病院

に限る。）

救命救急センター １ 救命救急医療に関するこ

と。

２ 救命救急センターの管理

に関すること。

３ 血液透析、急性腎不全等

の医療に関すること。

４ その他救命救急医療に必

要な事項に関すること。

周産期母子センター １ 周産期救急医療に関する

こと。

２ 周産期母子センターの管

理に関すること。

３ その他周産期救急医療に

必要な事項に関すること。

地域連携センター １ へき地の医療支援に関す

ること。

２ 地域における医療機関と

の連携及び支援に関するこ

と。

３ 医療社会事業に関するこ
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と。

４ がん相談支援に関するこ

と。

５ 地域連携センターの管理

に関すること。

女性職員支援室 １ 女性職員の勤務環境等の

改善に関すること。

２ 女性職員の相談支援に関

すること。

３ 病児病後児の院内保育に

関すること。

４ 女性職員支援室の管理に

関すること。

地域医療連携室 １ 地域における医療機関と

の連携に関すること。

２ 医療社会事業に関するこ

と。

３ 地域医療連携室の管理に

関すること。

（職制） （職制）

第７条 略 第７条 略

２～４ 略 ２～４ 略

５ 前項の長の職務を補佐し、長に事故がある場合に ５ 前項の長の職務を補佐し、長に事故がある場合に

その職務を代行させるため、必要があると認めると その職務を代行させるため、必要があると認めると

きは、病院に副院長を、医療局、医療技術局及び事 きは、病院に副院長を、医療局、医療技術局及び事

務局に副局長を、看護局に副局長及び看護師長を、 務局に副局長を、看護局に副局長及び看護師長を、

薬剤部に副部長を、医療安全・感染防止対策室、医 薬剤部に副部長を、医療安全・感染防止対策室、臨

療情報管理室、女性職員支援室、地域医療連携室、 床研修支援室、中央放射線室、中央検査室、リハビ

臨床研修支援室、中央放射線室、中央検査室、リハ リテーション室、臨床工学室、栄養管理室及び中央

ビリテーション室、臨床工学室、栄養管理室、中央 滅菌材料室に副室長を置くことができる。

材料滅菌室及びがん相談支援室に副室長を、地域連

携センターに副センター長を置くことができる。

６及び７ 略 ６及び７ 略

附 則

この規程は、平成21年４月１日から施行する。
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鳥取県病院局に勤務する職員の職の設置に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成21年３月27日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

鳥取県病院局管理規程第３号

鳥取県病院局に勤務する職員の職の設置に関する規程の一部を改正する規程

鳥取県病院局に勤務する職員の職の設置に関する規程（平成７年鳥取県病院局管理規程第２号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

院長、理事監、副院長、局長、副局長、部長、セ 院長、理事監、副院長、局長、副局長、部長、医

ンター長、副センター長、医長、副医長、看護師 長、副医長、看護師長、副部長、室長、副室長、副

長、副部長、室長、副室長、副看護師長、臨床検査 看護師長、臨床検査主任、薬剤主任、臨床心理主

主任、薬剤主任、臨床心理主任、理学療法主任、作 任、理学療法主任、作業療法主任、言語聴覚主任、

業療法主任、言語聴覚主任、視能訓練主任、臨床工 視能訓練主任、臨床工学主任、看護主任、栄養主

学主任、看護主任、栄養主任、歯科衛生主任、診療 任、歯科衛生主任、診療放射線主任、課長、参事、

放射線主任、課長、参事、課長補佐、主幹、副主 課長補佐、主幹、副主幹、機械技師、電気技師、臨

幹、機械技師、電気技師、臨床検査技師、医師、歯 床検査技師、医師、歯科医師、薬剤師、臨床心理

科医師、薬剤師、臨床心理士、理学療法士、作業療 士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓

法士、言語聴覚士、視能訓練士、臨床工学技士、看 練士、臨床工学技士、看護師、准看護師、助産師、

護師、准看護師、助産師、栄養士、歯科衛生士、診 栄養士、歯科衛生士、診療放射線技師、主事、医療

療放射線技師、主事、医療ソーシャルワーカー、診 ソーシャルワーカー、企業出納員、現金取扱員、メ

療情報管理士、企業出納員、現金取扱員、メッセン ッセンジャー長、ボイラ技士長、調理師長、副調理

ジャー長、ボイラ技士長、調理師長、副調理師長、 師長、自動車整備士、運転士、交換手、ボイラ技

自動車整備士、運転士、交換手、ボイラ技士、調理 士、調理師、調理員及び医療助手

師、調理員及び医療助手

附 則

この規程は、平成21年４月１日から施行する。
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鳥取県病院局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程をここに公布する。

平成21年３月27日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

鳥取県病院局管理規程第４号

鳥取県病院局企業職員の給与に関する規程の一部を改正する規程

鳥取県病院局企業職員の給与に関する規程（平成７年鳥取県病院局管理規程第７号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「追加号」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（追加号を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正

後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応

する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（給料表） （給料表）

第３条 給料表の種類及び適用範囲は、次の表のとお 第３条 給料表の種類及び適用範囲は、次の表のとお

りとする。 りとする。

種類 適用範囲 種類 適用範囲

略 略

医療職 医療職給 院長、副院長（医師の職務に従 医療職 医療職給 院長、副院長（医師の職務に従

給料表 料表(１) 事する職員に限る。）、局長 給料表 料表(１) 事する職員に限る。）、局長

（別表 （医療局長に限る。）、副局長 （別表 （医療局長に限る。）、副局長

第２） （医療局の副局長に限る。）、 第２） （医療局の副局長に限る。）、

部 長 （ 医 療 局 の 部 長 に 限 部 長 （ 医 療 局 の 部 長 に 限

る。）、センター長、医長、副 る。）、医長、副医長、室長

医長、室長（新生児集中治療室 （新生児集中治療室長及び臨床

長 及 び 画 像 診 断 室 長 に 限 研修支援室長に限る。）、副室

る。）、医師及び歯科医師 長（臨床研修支援室の副室長に

限る。）、医師及び歯科医師

略 略

医療職給 副院長（看護師の職務に従事す 医療職給 副院長（看護師の職務に従事す

料表(３) る職員に限る。）、局長（看護 料表(３) る職員に限る。）、局長（看護

局長に限る。）、副局長（看護 局長に限る。）、副局長（看護

局の副局長に限る。）、副セン 局の副局長に限る。）、室長

ター長、室長（中央滅菌材料室 （地域医療連携室長及び中央滅

長に限る。）、副室長（医療安 菌材料室長に限る。）、副室長

全・感染防止対策室の副室長に （医療安全・感染防止対策室の

限る。）、看護師長、副看護師 副室長に限る。）、看護師長、

長、看護主任、看護師、准看護 副看護師長、看護主任、看護

師及び助産師 師、准看護師及び助産師

略 略
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２～４ 略 ２～４ 略

（給料表） （給料表）

第３条 略 第３条 略

２ 略 ２ 略

３ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年 ３ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第110号）第10条第３項の規定により同条第１ 法律第110号）第10条第３項の規定により同条第１

項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員 項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員

（同法第17条の規定による短時間勤務をすることと （同法第17条の規定による短時間勤務をすることと

なった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」 なった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」

という。）の給料月額は、第１項及び第５条の規定 という。）の給料月額は、第１項及び第５条の規定

にかかわらず、これらの規定による給料月額に、職 にかかわらず、これらの規定による給料月額に、職

員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取 員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取

県条例第35号。以下「勤務時間条例」という。）第 県条例第35号。以下「勤務時間条例」という。）第

２条第２項の規定の適用を受ける育児短時間勤務職 ２条第２項の規定の適用を受ける育児短時間勤務職

員等の例により定められたその者の勤務時間を同条 員等の例により定められたその者の勤務時間を同条

第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて 第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときは、そ 得た額とする。

の端数を切り捨てた額）とする。

４ 地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間 ４ 地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務職員」と 勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務職員」と

いう。）の給料月額は、その者に適用される給料表 いう。）の給料月額は、その者に適用される給料表

による給料月額に勤務時間条例第２条第３項から第 による給料月額に勤務時間条例第２条第３項又は第

５項までの規定の適用を受ける短時間勤務職員の例 ４項の規定の適用を受ける短時間勤務職員の例によ

により定められたその者の勤務時間を同条第１項に り定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定

規定する勤務時間で除して得た数（以下「勤務割 する勤務時間で除して得た数（以下「勤務割合」と

合」という。）を乗じて得た額（その額に１円未満 いう。）を乗じて得た額とする。

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）と

する。

（管理職手当） （管理職手当）

第７条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 第１項に規定する職を占める職員に支給する管理 ３ 第１項に規定する職を占める職員に支給する管理

職手当の月額は、当該職員に適用される給料表、当 職手当の月額は、当該職員に適用される給料表、当

該職員の属する職務の級及び当該職に係る前項の規 該職員の属する職務の級及び当該職に係る前項の規

定による区分に応じ、それぞれ別表第８の管理職手 定による区分に応じ、それぞれ別表第８の管理職手

当月額欄に定める額（勤務時間条例第２条第２項か 当月額欄に定める額（育児短時間勤務職員等及び短

ら第４項までの規定の適用を受ける育児短時間勤務 時間勤務職員にあっては、同欄に定める額に鳥取県

職員等又は短時間勤務職員の例により勤務時間が定 病院局企業職員就業規則（平成７年鳥取県病院局管

められた者にあっては同欄に定める額にその者の勤 理規程第６号。以下「就業規則」という。）第９条

務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得 第１項の規定によりその例によることとされる勤務

た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があ 時間条例第２条第２項から第４項までの規定により

るときは、その端数を切り捨てた額）とし、同条第 定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定す

５項の規定の適用を受ける短時間勤務職員の例によ る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額（その額
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り勤務時間が定められた者にあっては管理者が別に に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

定める額）とする。 てた額））とする。

（手当の支給の特例） （手当の支給の特例）

第14条の２ 第13条の規定により特殊勤務手当が支給 第14条の２ 月の１日から末日までの間において第13

される業務（同条第１項第２号の業務に限る。）又 条の規定により特殊勤務手当が支給される業務（同

は第14条の規定により特殊勤務手当が支給される業 条第１項第２号の業務に限る。）又は第14条の規定

務に短時間勤務職員が従事した場合における当該業 により特殊勤務手当が支給される業務に従事した日

務に係る特殊勤務手当の額は、それぞれ前２条の規 数が15日未満である場合における当該特殊勤務手当

定により算定した額に勤務割合を乗じて得た額（そ の額は、当該業務に従事した日数が８日以上15日未

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切 満である場合にあっては100分の60を、当該日数が

り捨てた額）とする。 １日以上８日未満である場合にあっては100分の30

を、それぞれ前２条の規定により算定した額に乗じ

て得た額とする。

２ 前項の規定にかかわらず、同項の業務に短時間勤

務職員が従事した場合における当該業務に係る特殊

勤務手当の額は、前２条の規定により算定した額に

勤務割合を乗じて得た額とする。

２ 月の１日から末日までの間において前項に規定す ３ 前２項の規定にかかわらず、月の１日から末日ま

る特殊勤務手当が支給される業務に従事した日数が での間において育児短時間勤務職員等及び短時間勤

15にその者の１週間当たりの勤務日（勤務時間条例 務職員が特殊勤務手当の支給される業務に従事した

第５条に規定する勤務日をいう。以下同じ。）の日 日数が15にその者の１週間当たりの勤務日（勤務時

数を５で除して得た数（以下この項において「算出 間条例第５条に規定する勤務日をいう。以下同

率」という。）を乗じて得た日数（その日数に１日 じ。）の日数を５で除して得た数（以下この項にお

未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た いて「算出率」という。）を乗じて得た日数（その

日数。以下この項において同じ。）未満である場合 日数に１日未満の端数があるときは、これを四捨五

における当該特殊勤務手当の額は、次の各号に掲げ 入して得た日数。以下この項において同じ。）未満

る当該業務に従事した日数の区分に応じ、それぞれ である場合における当該特殊勤務手当の額は、次の

当該各号に定める率をそれぞれ前２条又は前項の規 各号に掲げる当該業務に従事した日数の区分に応

定により求められた額に乗じて得た額（その額に１ じ、それぞれ当該各号に定める率をそれぞれ前２条

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた 又は前項の規定により求められた額に乗じて得た額

額）とする。 とする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

（勤務１時間当たりの給与額の算出） （勤務１時間当たりの給与額の算出）

第22条 条例第14条から第16条までの手当を支給する 第22条 条例第14条から第16条までの手当を支給する

場合の勤務１時間当たりの給与額は、職員の勤務が 場合の勤務１時間当たりの給与額は、職員の勤務が

特殊勤務手当のうち夜間看護手当を除くものの支給 特殊勤務手当のうち夜間看護手当を除くものの支給

の対象とならない勤務であるときは、給料の月額、 の対象とならない勤務であるときは、給料の月額、

これに対する地域手当の月額及び初任給調整手当の これに対する地域手当の月額及び初任給調整手当の

月額の合計額に12を乗じ、その額を１週間当たりの 月額の合計額に12を乗じ、その額を１週間当たりの

勤務時間に52を乗じた時間数から465分に18を乗じ 勤務時間に52を乗じたものから８時間に18を乗じた

て60で除して得た時間数（勤務時間条例第２条第２ もの（育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員に

項から第４項までの規定の適用を受ける育児短時間 あっては、勤務時間条例第２条第２項から第４項ま

勤務職員等又は短時間勤務職員の例により勤務時間 での規定の適用を受ける育児短時間勤務職員等及び
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が定められた者にあってはその者の勤務時間をその 短時間勤務職員の例により定められたその者の勤務

者の１週間当たりの勤務日の日数で除して得た時間 時間をその者の１週間当たりの勤務日の日数で除し

に、18にその者の１週間当たりの勤務日の日数を５ て得た時間に、18にその者の１週間当たりの勤務日

で除して得た数を乗じて得た数を乗じて得た時間数 の日数を５で除して得た数を乗じて得た数を乗じて

とし、同条第５項の規定の適用を受ける短時間勤務 得た時間数）を減じたもので除して得た額（以下こ

職員の例により勤務時間が定められた者にあっては の項において「月額給与の時間額」という。）と

管理者が別に定める時間数）を減じたもので除して し、職員の勤務が特殊勤務手当のうち夜間看護手当

得た額（以下この項において「月額給与の時間額」 を除くものの支給の対象となる勤務であるときは、

という。）とし、職員の勤務が特殊勤務手当のうち 月額給与の時間額に次の各号に掲げる特殊勤務手当

夜間看護手当を除くものの支給の対象となる勤務で の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める額を加算

あるときは、月額給与の時間額に次の各号に掲げる した額とする。

特殊勤務手当の種類に応じ、それぞれ当該各号に定

める額を加算した額とする。

(１) 日によって定められた特殊勤務手当 その額 (１) 日によって定められた特殊勤務手当 その額

を7.75で除して得た額 を８で除して得た額

(２) 略 (２) 略

２ 略 ２ 略

（修学部分休業取得中の給与） （修学部分休業取得中の給与）

第25条 職員が鳥取県病院局企業職員就業規則（平成 第25条 職員が就業規則第10条の２に規定する修学部

７年鳥取県病院局管理規程第６号）第10条の２に規 分休業の承認を受けて勤務しない場合の給与につい

定する修学部分休業の承認を受けて勤務しない場合 ては、地方公務員法第26条の２の規定の適用を受け

の給与については、地方公務員法第26条の２の規定 る者の例による。

の適用を受ける者の例による。

（給与からの控除） （給与からの控除）

第25条の２ 職員の給与の支給に際しては、その給与 第25条の２ 職員の給与の支給に際しては、その給与

から給与条例第16条の13各号及び次に掲げるものの から給与条例第16条の13各号及び次に掲げるものの

額に相当する額を控除することができる。 額に相当する額を控除することができる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 鳥取県立中央病院院内保育施設設置運営規程

（平成21年鳥取県病院局管理規程第１号）に定め

る保育料及び材料代

別表第４（第３条、第４条関係） 別表第４（第３条、第４条関係）

行政職給料表級別職務分類表 行政職給料表級別職務分類表

職務の級 職務 職務の級 職務

１級 主事、医療ソーシャルワーカー、診療 １級 主事、医療ソーシャルワーカー、機械

情報管理士、機械技師又は電気技師（以 技師又は電気技師（以下「主事等」とい

下「主事等」という。）の職務 う。）の職務

略 略

備考 略 備考 略

別表第５（第３条、第４条関係） 別表第５（第３条、第４条関係）

ア 医療職給料表(１)級別職務分類表 ア 医療職給料表(１)級別職務分類表
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職務の級 職務 職務の級 職務

略 略

２級 医長、副医長又は室長（新生児集中治 ２級 医長、副医長、室長（新生児集中治療

療室長に限る。）の職務 室長に限る。）又は副室長の職務

３級 副院長、局長、副局長、部長、センタ ３級 副院長、局長、副局長、部長、室長

ー長、室長（画像診断室長に限る。）又 （臨床研修支援室長に限る。）又は困難

は困難な業務を処理する医長、副医長若 な業務を処理する医長、副医長、室長

しくは室長（新生児集中治療室長に限 （新生児集中治療室長に限る。）若しく

る。）の職務 は副室長の職務

略 略

イ 略 イ 略

ウ 医療職給料表(３)級別職務分類表 ウ 医療職給料表(３)級別職務分類表

職務の級 職務 職務の級 職務

略 略

６級 副局長、副センター長又は副室長の職 ６級 副局長、室長（地域医療連携室長に限

務 る。）又は副室長の職務

略 略

別表第７（第７条、第20条関係） 別表第７（第７条、第20条関係）

職 区分 職 区分

略 略

課長（局総務課の課長に限る。） ３種 課長（局総務課の課長に限る。） ３種

局長 局長

部長（医療局にあっては管理者が必要と認 部長（医療局にあっては管理者が必要と認

めた者に限る。） めた者に限る。）

副局長（医療局にあっては管理者が必要と 副局長（医療局にあっては管理者が必要と

認めた者に限る。） 認めた者に限る。）

センター長（管理者が必要と認めた者に限

る。）

副センター長

室長（画像診断室長であって管理者が必要

と認めたものに限る。）

副室長（医療安全・感染防止対策室の副室 副室長（医療安全・感染防止対策室の副室

長に限る。） 長に限る。）

室長（中央放射線室長、中央検査室長、リ ４種 室長（中央放射線室長、中央検査室長、リ ４種

ハビリテーション室長、臨床工学室長及び ハビリテーション室長、臨床工学室長、栄

栄養管理室長に限る。） 養管理室長及び地域医療連携室長に限

る。）

別表第９（第14条関係） 別表第９（第14条関係）

職種 額 職種 額

略 略

副局長、部長及び室長（画像診断 月額 37,000円 副局長、部長及び室長（臨床研修 月額 37,000円

室長に限る。） 支援室長に限る。）

略 略

平成21年３月27日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第34号
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附 則

この規程は、平成21年４月１日から施行する。

平成21年３月27日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第34号
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病 院 局 訓 令

鳥取県病院局訓令第１号

鳥取県病院局被服交付規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成21年３月27日

鳥取県営病院事業管理者 坂 出 徹

鳥取県病院局被服交付規程の一部を改正する訓令

鳥取県病院局被服交付規程（平成７年鳥取県病院局企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

標準 標準

被服の交付を受ける職 品目 員 使用 摘要 被服の交付を受ける職 品目 員 使用 摘要

員 数 期間 員 数 期間

（月 （月

） ）

１ 院長、副院長（医 白衣 ２ 24 １ 院長、副院長（医 白衣 ２ 24

師の職務に従事する 師の職務に従事する

者に限る。）、医療 者に限る。）、医療

局長、医療局の副局 局長、医療局の副局

長、部長（医療局の 長、部長（薬剤部長

部長に限る。）、セ を除く。）、医長、

ンター長、室長（健 室長（新生児集中治

診室長、血液浄化室 療室長及び臨床研修

長、新生児集中治療 支 援 室 長 に 限

室長、がん相談支援 る。）、副医長、副

室長、内視鏡室長、 室長（臨床研修支援

化学療法室長及び画 室 の 副 室 長 に 限

像 診 断 室 長 に 限 る。）、医師及び歯

る。）、医長、副医 科医師の職務に従事

長、副室長（女性職 する職員

員支援室の副室長

（医師の職務に従事

する者に限る。）及

び臨床研修支援室の

副室長に限る。）、

平成21年３月27日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第34号
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医師及び歯科医師の

職務に従事する職員

略 略

13 副院長（看護師の 看護衣 ３ 36 13 副院長（看護師の 看護衣 ３ 36

職務に従事する者に 看 護 衣 ３ 36 職務に従事する者に 看 護 衣 ３ 36

限る。）、看護局 (半袖) 限る。）、看護局 (半袖)

長、看護局の副局 予防衣 ３ 36 長、看護局の副局 予防衣 ３ 36

長、医療技術局の副 ナース靴 ２ 12 長、医療技術局の副 ナース靴 ２ 12

局長（歯科衛生士の ナース靴 12 12 中央病 局長（歯科衛生士の ナース靴 12 12 中央病

職務に従事する者に 下 院に勤 職務に従事する者に 下 院に勤

限る。）、副センタ 務する 限る。）、看護師 務する

ー長、室長（中央滅 職員に 長、副看護師長、副 職員に

菌材料室長及び女性 限る。 主幹（歯科衛生士の 限る。

職員支援室長に限 16 12 厚生病 職務に従事する者に 16 12 厚生病

る。）、副室長（医 院に勤 限る。）、看護主 院に勤

療安全・感染防止対 務する 任、歯科衛生主任、 務する

策室の副室長、女性 職員に 看護師、准看護師及 職員に

職員支援室の副室長 限る。 び歯科衛生士の職務 限る。

（看護師の職務に従 に従事する職員 看護帽 ２ 24

事 す る も の に 限

る。）及びがん相談

支援室の副室長に限

る。）、看護師長、

副看護師長、副主幹

（歯科衛生士の職務

に従事する者に限

る。）、看護主任、

歯科衛生主任、看護

師、准看護師及び歯

科衛生士の職務に従

事する職員

略 略

附 則

この訓令は、平成21年４月１日から施行する。

平成21年３月27日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第34号


